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緒 論

わが 国に おけ る医療保 険 制度 は, 1922年 に制

定 され た国 民健康保 険法 に よ り発足 し,そ の後

1961年 には,国 民皆保 険制 度が確 立 され今 日に

至 ってい る.こ の間,人 口の老 齢化 な どに よる

医療需要 の 増大や,治 療 ・検査機 器 の高度 化 な

どに よ り,国 民 医療 費は増 加 の-途 をた どり,

 1960年 に は4,000億 円 で あ っ た国 民 医療 費 は,

 1986年 に は16兆 円 とな ってい る.1～9)

この医療 費 の急速 な増 加 は,国 民健康保 険,

政府 管掌健 康保 険 の慢性 的財政 赤字 を生 み 出 し

た ばか りで な く, 1970年 代前半 までは,医 療 費

の増 大 を高度 経済成 長 の中 での平均 報酬 月額 の

上昇 に よ って補 いえて いた組合 管掌保 険の財政

を も悪化 させ,保 険 料 の上昇 に よって これ を補

わ ざ るを得 な い状態 を生 み 出 し,財 政窮 迫組合

す ら出現 して い る.2,3,10～15)

医療 保 険の財 政状 態 を改善 す るため の行 政上

の取 り組 み と して は,受 診時 の患者 の 負担 を増

大 させ,コ ス ト意識 の醸 成 に よる受 診抑 制,医

療 費支 払方 式や 内容 の改訂 な どの処 置が とられ

て きた.14～21)一方,健 康保 険組 合 自体 の運営努

力 と して は,積 極 的 な保健 施設 活動,財 政 基盤

の強化 が図 られ てい る.22)

この様 な状 況 の中 で,医 療 費の効率 的 活用 を

目的 と した保 健施 設事 業 に対す る企 業の 関心 が

高 ま って きてお り,保 健施 設事 業に よる疾 病予

防,医 療 費節 減効 果 を評価 す る こ との必要 性 が

高 まってい る,23～26)

これ ら医療 費 の節減策 につ いて は,そ れに と

もなって,医 療 要 求に対 す るサー ビスの 質が低

下 す るこ とは許 され ない.し たが って,保 健施

設事 業 の評価 は,保 健施 設事 業の 活発化 の結 果

として医療 費の節 減が もた らされ,医 療 要求 に

は適 切 に応 えて いるの かが検 討 されて い なけ れ

ば な らな い.27～29)

す で に著 者 は,事 業 所 内診療所 が,工 場 内 に

おけ る 日常 の健康 管理 活動 を充実 す るこ とに よ

って,従 業 員が 受け る医療 の 内容 を改善 し,か

つ,医 療 費 を節 減 し得 るこ とを,年 齢 階層別 ・

年次別 に,受 診状 況 ・疾病休 業状 況 な どを分 析

す る こ とによって明 らかに した.30)事業 所 内の保

健 ・医療 活動 は,年 齢 階層別 の疾 病特性 に対 応

した ものであ らねば な らない こ とを第一報 にお

いて明 らかに したが,職 域 にお け る診療 所 にお

いては,年 齢要 因 のみ な らず,職 種別 の集 団特

性 を考 慮 に入れ た,保 健 ・医療 活動 が重要 で あ

る と考 え られ る.す なわ ち,職 種 別に みた疾 病

の動 向を検 討 し,医 療要 求の職 種 間の差 を明 ら

か にす る と ともに,保 健 施設 事業 が それ ぞれの

集 団の 医療受 診状 況に 及ぼす 効果 につ いて評 価

す るこ とが必要 であ り,そ うした研究 の必要 性

は これ まで に も指 摘 されて い るが,31～35)実際 に

調査 された報告 は少 ない.

調 査 目 的

職場 集 団に おけ る職 種別 の保健 ・医療 要 求の
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特性を把握することを目的として,疾 病り患状

況及び受診状況の分析を行った.

調査対象及び方法

調査対象は,第一報30)と同じ国営の某製紙工場

の男性従業員全員とした.女 性従業員は人数が

少なく,職 種分類が不可能であったため今回の

調査対象から除外した.調 査対象者の年度別従

業員数は表1に 示すごとくである.

職種による保健 ・医療要求の相違を検討する

ために,作 業負担の特質を考慮し,対象者を1)

管理的業務や事務作業が多い管理職, 2)事 務

作業と現場作業ともに行っている中間管理職,

 3)現 場作業で,非 連続操業全 日制3組3交 代

勤務者(以下,交 代勤務者と略す), 4)以 前交

代勤務に就労していたが現在は常日勤勤務者(以

下、交代勤務経験日勤者と略す), 5)交 代勤務

経験のない日勤勤務者(以 下,交 代勤務非経験

日勤者と略す)の5群 に分けた.各 群の集団特

性は以下の通 りである.

1) 管理職は係長以上の職についているもの

であり,事 務系が技術系の約半分であるが,技

術系の場合も自己の担当する課 ・係の作業計画

の立案,作 業状況の管理 ・報告などの事務処理

が主で,直接現場の作業に従事することはない.

しかも他の群と異なり,管 理職には同系の他工

場との間に転勤移動があり,同 一職務に数ヵ月

ないし2年 程度しか在籍していないことが多い.

2) 中間管理職は副係長,班 長 ・作業長及び

主査であり,直 接自己の担当する現場の管理 ・

監督の業務の他に,現 場の実作業にも従事して

い る.こ の群の 場合 は他工 場へ の 転勤 はほ とん

どな く,長 期間 に わた って対 象工場 に 勤務 して

お り,一 般 に現 場職 員 か ら抜 擢 され た もの で あ

る.,

3) 交代 勤務 者 は主工程 であ る抄紙部 門 とこ

れ に必要 な準備 ・調 整 ・動力 関係 及び 警備 関係

に従事 してい る.交代 方 式は3組3交 代 で あ り,

勤務 時 間は1直 が8時 ～16時, 2直 が16時 ～24

時, 3直 が24時 ～8時 であ る.

4) 日勤 のみ に従事 す る群 は事務 部 門及 び製

紙以 外 の付 属部 門,あ るい は営繕 関係 で あ る.

日勤 の みに従事 す る者 は,当 初 よ り 日勤 であ っ

た者 と,交 代勤 務 に従事 してい たが なん らかの

理 由に よ り日勤 の みの 勤務 に配転 とな った者 と

に分 け られ る.

各 集 団の1971年 にお け る平 均年 齢 は,管 理職,

中 間 管 理 職,交 代 勤 務 経 験 日勤 者 の3群 は

45.1～48.2歳 とほぼ同 一で あ るが,交 代 勤務 者,

交代 勤務 非経験 日勤者 は33.5歳 と32.3歳 と若 く,

職種 によ り2群 に大別 され るこ とが 認め られ た.

(表1参 照)

表1　 年度別職種別男性従業員数

これ らの対 象 者に対 す る保 健 ・医療 施 設 と し

て,工 場 内に無床 診療 所が 設置 され て いる.そ

の機 構 については第一 報30)に記 したごとくである.

 1970年 以前 は工場 付近 の 開業医 に診療 業務 を嘱

託 してい たが,健 康管 理面 の活 動 は不 十分 で あ

った.し か し, 1971年 度 に専属 産業 医 が着任 し

て以来,従 来か らの職 場 内に おけ る診療 に加 え

て,健 康 管理 カー ドの整理,成 人病 の経過 観察.

管理.指 導,職 場 の巡視,作 業 条件 の改善 指導,

健 康教 育 の強化 などの保健 サー ビスの 向上が 図
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られ た.

各職 種 間 の受診 動 向 を評価 す る指標 としては,

第一報 と同様,診 療報 酬請 求 明細書(以 下,明

細書 と略す)よ り算 出 した受診率,受 診 人員比,

受診 人貝一 人 当 り受 診件数,受 診 日数,医 療費,

及 び事 業所 内疾病 記録 か ら集 計 した一 人当 り病

休 日数,病 休経 験者率 を用 いた.

調 査結果 とその 考察

1. 受 診 人員及 び受 診件数

調査 対 象者 の医療機 関受 診状況 を検討 す るた

め に,調 査 期 間 中の受 診率,明 細 書枚数,受 診

者一 人当 りの受 診件数 ・日数.医 療 費及 び受 診

人員比 の分 布 を職 種別 に検討 した.

受 診率 を職種 別 に分類 した結果 は図1に 示 す

ご と く,交 代 勤務 経験 日勤者 で10644.44と 最 も

高 く,最 も低率 であ った管理 職(3700.00)の 約

3倍 に お よんで い た.

図1　 職種別受 診率(1971～1973)

受診率=
年 間の件数(明 細書枚数)/

年間平均被保険者数
×100

明細 書の年 間枚 数の職 種別 分布 は,図2に 示

す ご と くで あ り,年 間枚 数5枚 以 下の 者の 占め

る割 合 は交代 勤務 経験 日勤 者で37.3%と,他 の

職 種 に比べ て有 意 に少 なか った.ま た, 21枚 以

上 の者 の 占め る割 合 も,交 代 勤 務経験 日勤 者 で

12.9%と 他群 に比 して有 意 に高 か った.

受 診者 一 人当 りの受診 件数,受 診 日数,診 療

報酬 点数 でみ た診療 費 の職 種別 分布 は図3に 示

す ごと く,各 指 標 とも,交 代勤 務経 験 日勤者が

最 も高 く,件 数 が11.48件,日 数が52.9日,医 療

費 が6761.7点 であ った.つ い で中間 管理職 が高

い値 を示 してお り,それぞれ7.14件, 27.0日3416.4

点 であ った.こ れ らの指数 を対 象者全体 を1と

して,各 職 種 での値 を見 ると,交 代 勤務 非 経験

日勤者 では,一 人 当 り受 診件 数 が0.97,受 診 日

数1.07,一 人 当 り医療 費0.61と な り,一 人当 り

医療 費が相 対 的に安 いの が注 目され る.ま た,

交代 勤務 経験 日勤者 で は受 診件 数1.72,日 数が

2.04,医 療 費2.23と 受 診 日数が 多 く,医 療 費 も

高 いのが特 徴 的で あ る.

図2　 職種別受診状 況-明 細 書枚数 の分布-

(1971～1973)

* x2検 定にて5%以 下の危険率で0-5枚 の割合が

他職種 に比べ小

†x2検 定にて5%以 下の危険率て21枚 以上の割合が

他職種 に比べ大

これ らの結 果は,交 代 勤務 経 験 日勤者 の場合

に は,疾 病 り患が 原因 で,交 代 制勤務 か ら常 日

勤 勤務 へ 組換 え られた ものが 多 く,こ れ らの集

団 が受診率 を上 昇 させ た とも考 えられ,両 群 の
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指標 の差 を勤務 条件 の差 のみ に由来 してい る と

即 断 す るこ とはで き ないで あろ う.本 調査 中の

3ヵ 年 で も疾病 り患 を契機 に 日勤勤 務 に配転 と

な った者 は14名 に達 してお り,全 日勤 者の約30

%に あ た る.こ のこ とは勤務 配 置が健康 管理 上

の 問題 を考慮 して行 われて い るこ とを示 してお

り,交 代 勤務 か ら 日勤 に配 転 された者 に は健 康

管理 上 の要 注意 者が 多 く,配 置転換後 も継 続 し

た健 康 管理 を行 うこ とが必 要 であ る ことを も意

味 してい る.

一 方
,受 診人貝 比 は図4に 示 すご とく,全 て

の職 種 で80%以 上 と高率 であ り,職 種 間の差 が

認 め られず,全 体 的 に医療受 診 の 多い集 団 であ

るこ とが認 め られ た.

図3　 職種別受診状況 および診療費(1971～1973)

2. 医療 内容 の検討

受 診 した医療 内容 を検 討 す る 目的 で,投 薬 回

数,注 射 本数 及 び検 査 回数 を職種 別 に分析 した

結果 は図5に 示す ご と く,交 代 勤務経 験 日勤者

では一 人 当 り服薬 日数 が316日,注 射 本数31.7

本,検 査 回数33.9回 と他 の群 に比 して非常 に 多

かっ た.こ れ らの指 標 を一 人 当 り受診 件数 で除

し,受 診1件 当 りの指数 を もとめ る と,内 服 日

数 は,交 代勤 務経 験 日勤者 で27.5,中 間管 理職

15.4,管 理職14.7,交 代 勤務 非経 験 日勤 者11.1,

交代 勤務 者10.9の 順 であ った.注 射本 数 は交代

勤務 経験 日勤 者2.0,中 間管理 職2.6,管 理職1.9,

交代 勤務 非経 験 日勤者1.4,交 代 勤務者2.0で あ

り,検 査 回数 は交代 勤務 経験 日勤 者2.2,中 間管

理職2.6,管 理 職2.8,交 代 勤務 非経 験 日勤者1.4,

交代 勤務 者1.2で あ り,交代 勤務 経験 日勤者 では

一 人 当 り受 診件数 が 多い こ とを考 慮 して も内服

や 注射,検 査 の 回数 が 多 く,こ の群 の一 人当 り

医療費 を高 くしてい た.

図4　 職種別受診人貝比

受 診 人 員 比=

医療施設で受診した患者数/
年間平均被保険者数

×100

3. 職種別 ・事業所内及び外部医療機関別受診

状況

事業所内診療所が各職種群の医療要求に対応

できているか否かを検討する目的で,受診件数,
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受診日数及び受診人貝比について事業所内診療

所と外部医療機関との比率(以 下内 ・外比率 と

略す)を 求めた.

受診件数の内 ・外比率を職種別に分類した結

果は図6に 示すごとく,管 理職では内 ・外比率

は0.65と1未 満であったが,他 の群ではいずれ

も1以 上であり,特 に交代勤務経験日勤者は外

部医療機関の受診件数が事業所内診療所受診件

数の約2.5倍 であった.

図5　 職種別診療 内容(1971～1973)

これは,第 一報でも述べたごとく,対 象事業

所ではすべての従業員に対して勤務時間内に医

療受診目的での外出が認められているため,日

勤者 では外 部 医療機 関利用率 が 高 く,一 方管理

職 では職務 中の 外出 が難 しい状 況 にあ るため,

外 部 医療機 関の利 用が 抑制 され た ため で あ る.

受 診 日数 の 内 ・外 比率 は図7及 び図8に 示 し

たご と く,最 も比率 の低 い管理職 で も0.88で あ

り,交 代勤務 者や,両 日勤群 で はそれ ぞれ3.56,

 3.78, 3.26と 外部 医療 機関 での 治療 日数 が 多 く

なってい た.一 方,受 診人員 の 内 ・外 比率 をみ

る と,最 も比率 の高 い交代勤 務経 験 日勤 者 で も

0.98と1未 満 であ り,最 も比 率 の低 い管理 職 で

の外部 医療機 関 の受診 人員数 は,事 業所 内診 療

所受 診人員 の1/3で あった.

この こ とは,外 部医 療機関 を受 診 した場 合 に

は,事 業所 内診療 所 を受 診 した場合 に比べ 受 診

回数 は多 くな り,同 時 に受診 日数 も長 くな る こ

とを示 してお り,比 較 的軽症 の場合 に は事業所

内診療 所 を利用 し,重 症化す る と外部医療 機 関

を利用 してい るため と考 え られ る.こ れ は,受

診者 自身の 判断 で行 ってい る場合 と,事 業所 内

診療所 か ら紹介 され て外部 医療 機 関 を受 診 して

いる場 合 とがあ り,事 業所 内医療機 関 の役割 が

認め られ る.

図6　 職種別受診件数比較(1971～1973)

受 診 件 数 内 ・ 外 比 較=

外部医療機関受診件数/

事業所内診療所受診件数
×100
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4. 疾病休業の状況

3年 間の受診人員-人 当りの病休日数 病休

件数,及 び在籍者に対す る病休経験者の割合を

職種別 に検 討 した結 果 は図9に 示 す ご と く,交

代勤務 経験 日勤 者の74%以 上が病休 の 経験 を持

ってお り,最 も率 の低 か った管理 職 に比べ60%

以上 も高率 であ った.

しか し交 代勤務 経験 日勤 者の場合 は病 休 人員

が 多いに もかか わ らず,病 休 人員 一人 当 りの件

数 は少 なか った.一 方,管 理職 はその 逆 に,病

休 人員は少 ないが,病 休 一 人当 りの件数 及 び 日

数 は多か っ た.こ れ は,交 代勤 務 経験 日勤 者で

は感 冒,胃 腸 炎 な どの2～3日 間 の短期 の病 休

診 断書が,全 体 の件数 の約50%を 占め て いたの

に対 し,管 理職 で は年 間に数名 しか病 欠者 がい

ないに もかか わ らず,一 度病休 にな る と長期 に

わた って い たため で ある.

図7　 職種別受診 日数比較(1971～1973)

受 診 日 数 内 ・ 外 比 較=

外部医療機関受診日数/
事業所内診療所受診日数

×100

図8　 職種別受診人員比較(1971～1973)

受 診 人 員 内 ・ 外 比 較=

外部医療機関受診人員

/事業所内診療所受診人員
×100

図9　 職種別疾病休 業状況(1971～1973)

病休 人員比=
病休経験者/
被保険者数

×100

*x2検 定 にて1%以 下の危険率 で他職種 より高率
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一方,管 理職と類似した年齢構成を有する中

間管理職においては,病 休経験者は28%と 管理

職の約2倍 ある反面,長 期にわたる病休者は少

なかった.こ のことは,疾 病り患の初期におけ

る受診態度が,職 種によって異なっており,管

理職では,疾 病の初期に病休を取 り治療を行う

ことが少なく,慢 性化あるいは重症化をもたら

しているものと推察される.

病休状況を,受 診件数及び医療内容と比較検

討すると,医 療受診の動向と病休取得状況とは

必ずしも一致していないことが認められた.こ

れは,受 診件数や受診内容については室症 ・軽

症を問わず受診状況が検討されているのに対し,

病休調査の場合は比較的重症事例が検討されて

いるためである.こ のことは,医 療受診の状況

を検討する際には単一の指標のみを使用した場

合判断を誤る危険性があり,各 種の指標の動向

から総合的に検討を加えることが重要であるこ

とを示している.

結 論

診療報酬請求明細書及び事業所内疾病記録か

ら得られた指標をもとに,職 種間の医療要求の

特徴及びその推移を検討した結果,職 種により

受診状況に差があること,そ の差を明らかにす

るためには総合的な指標を用いた,多 面的な検

討が必要であることを示したが,以 下に,今 回

の研究で明らかにし得た点を列記する.

1. 医療機関利用の指標である調査期間中の受

診率,診 療報酬請求明細書枚数,受 診者一人当

りの受診件 数 ・日数 ・医療 費及 び受 診人員 比 は

健康 を理 由 に交代勤務 よ り配転 され た ものが 多

い交代 勤務 経験 日勤者 群にお いて高値 であった。

2. 管理職,中 間管理 職 では,職 務上 勤務 時間

内の受診 が制約 され るため,年 齢が 高 いに もか

か わ らず受 診率 が低 く,ま た,外 部 医療機 関 の

利用率 も低 いこ とが 認め られ た.

3. 職種別 に 医療 内容 を分析 した結果,交 代 勤

務経 験 日勤者 では,受 診1件 当 りの 内服 日数,

注射 本数,検 査 回数 が 多 く,一 入当 り医療 費が

高 か った.

4. 事業所 内診療所 と外部 医療機 関の受 診状 況

を比較 した結果,職 種 別 では,管 理職 は他職 種

に比べ,事 業所 内診療 所の受 診割 合が 高 いこ と

が明 らか となった.ま た,外 部 医療機 関 を受 診

した場合 に は,事 業所 内診 療所受 診 の場合 に比

べ,受 診 件数や 受診 日数が 多 くな ってお り,企

業 内医療機 関 の役割 が明 らか とな った.

5. 病休 取得状 況 をみ る と,管 理職,中 間管理

職 で は,病 休 を取得 す る者の割 合 は少 ないが,

一 旦病休 を取 る と長期 化 した り
,繰 り返 し取得

す る者 が 多い こ とが明 らか とな った.

6. 以上 の結 果 よ り,職 場 におけ る保 健 活動 を

展開す る際 には,職 務 内容 に よる受 診動 向や 医

療要 求 の相違 を考 慮 して行 うことが重要 で ある

こ とが明 らか とな った.

稿 を終えるに当 り,終 始懇切 なご指導,ご 校閲 を

賜った青山英康教授に深甚の謝意 を表す とともに,

ご協力 くださいました井谷助教授に感謝いたします.
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Analysis of medical records of workers

and the role of their occupational doctor

Report II A study of the influence of occupation

on the health needs of workers

Keiji TANIGUCHI

Department of Hygiene, Okayama University Medical School,

Okayama 700, Japan

(Director: Prof. H. Aoyama)

The influence of the occupations of factory workers on their health needs was analyzed by 
reviewing their health records. The study was carried out on the male workers at a paper 
factory managed by the national government. Five types of occupations were defined: 
management personnel, foremen, shift-workers, day-workers with the experience of shift
work, and day-workers without any experience of shift-work.

The frequency of receiving medical services and medical expenditures was high among the 
day-workers with shift-work experience, among whom there existed many workers who quit 
shift-work because of health problems. Among management personnel and foremen, the 
frequency of receiving medical services, especially those at medical institutions outside the 
factory, was low. The ratio of medical service provided by an occupational health doctor to 
that provided by medical institutions outside the plant was high among the management 

personnel, because they have difficulty in leaving the plant during working time, while other 
workers are allowed to go out to receive medical service without any salary reduction. Among 
management personnel and foremen, the frequency of sick leaves was low, but the length of 
one sick leave tended to be longer. This result shows that the management personnel and 
foremen have difficulty in taking sick leaves at the early stage of the disease, so that the 
length of the leave becomes long when they take a sick leave.

These results suggest that the consideration of workers' occupations is important, as well as 
their age and sex pointed out in the first report, to provide adequate health services to the 
workers.


